令和８年度　第１回近江八幡市地域包括支援センター運営協議会報告書

１．開催日時　令和８年８月３日（月）１４：００～１５：３０
２．開催場所　近江八幡市役所　特別会議室２
３．出席者　原田会長、頼住副会長、鈴木則委員、鈴木純委員、嶌本委員
西川委員、岡田委員
　　欠席者　重野委員
事務局　田中課長、濱田課長補佐、田中主任社会福祉士（長寿福祉課）
中北部地域包括支援センター　西川センター長
東部地域包括支援センター　　西井主査
西部地域包括支援センター　　大林社会福祉士
安土地域包括支援センター　　北川主査
４．傍聴者　０名
５．次第　
（１）開会
　　・委員自己紹介
（２）会長・副会長選任
（３）会長あいさつ
（４）報告事項
　　　　・各種調査結果及び昨年度の総合評価について
　　　　・令和８年度各地域包括支援センター事業計画について
・介護予防サービス計画作成の委託状況について
　　（５）承認事項
　　　　・介護予防事業評価委員会について
　　（６）協議事項
　　　　・１０期総合介護計画の内容について
　　（７）副会長あいさつ
（８）閉会

６．議事　以下の概要のとおり
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	○開会
〇会長・副会長選任
事務局案にて会長に原田委員、副会長に頼住委員が選任。
○会長あいさつ
〇委員の出席状況について
本日の出席委員は７名、欠席委員は１名、条例第３３条第３項の規定を満たしており、本会議は成立していることを報告。
○報告事項
・各種調査結果及び昨年度の総合評価について（資料１：事務局より各種調査結果、各圏域地域包括支援センターより総合評価を報告）
【質疑・意見】
2040年に向けて少子高齢化が進むが、地域包括ケアシステムが重要視されている。困っているということは分かるが、どうしたらいいのかが分からない方が増えている。困ったときにどのような手順を踏めばいいかなど、充実する方向で行政の方から出していただきたい。
それぞれのセンターの報告の中に共通して、独居や身寄りのない方、それから複雑困難な事例への対応が増えており、地域関係機関との連携や地域へのアプローチの話が出てきている。そこを強化していくためにどのように取り組みを進めていこうと思われているのか報告いただきたい。
複雑困難ケースというのは本当にどの圏域も増えており、そこへの対策は喫緊の課題になっているため、次の10期の計画にも盛り込んでいく予定。また、次の報告事項にて今年度、各地域包括支援センターがどのような取り組みをするかを報告させていただく。
いきいき百歳体操学区別開催状況について、安土圏域が少ないため広げていきたいとのことだが、近江八幡市としての目標はどのように考えているのか。
いきいき百歳体操は地域の通いの場の一つで、市が普及させていることから、当初は全自治会での実施を考えていた。現在で市内118カ所で実施されている。市内全域でというのは難しいかもしれないが、少しでも自治会での実施率が上がるように、増加というところを目標に考えている。
・令和８年度各地域包括支援センター事業計画について（資料２：圏域地域包括支援センターより報告、資料３：事務局より報告）
【質疑・意見】
報告の中で相談につながるタイミングが遅い状況とあるが、どういうことを指しているのか。また、地域包括支援センターの職場の定着率についても教えていただきたい。
相談につながるタイミングが遅いということについて、いろんなケースがあるが、すでに介護状態は明らかであるにもかかわらず、相談の意向がなくて、地域の方が気にして包括に相談が入るケースもあれば、家族が困っていても本人に相談の意向がなくてつながらないというケースもあるとみている。支援者としては、もう少し早くに本人に出会い、状況が把握できれば、また違った選択肢を提案できるのではという場合もある。相談につながったこと自体はすごく大きいことだが、もう少し早ければ、本人にとってもしんどい期間が減ったのではと感じることから、包括としてはタイミングが遅いと思う部分である。
包括職員の定着について。西部と中北部が委託包括となっている。西部包括は昨年から主任介護支援専門員が1人確保できず、常勤換算で配置しているが、西部・中北部ともにメンバーは変わらず定着している。東部と安土については直営で、昨年まではセンター長を置いていたが、今年度から兼任となっている。東部・安土の包括には保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員を1名ずつ配置している。
圏域の地域ケア会議については、他市町でもなかなかケアマネジャーからケースが上がってこない、敷居が高いのか、何なのかという課題がある。ケアマネジャーが問題に気づいてないのか、気づけてないのか、分かっているけれども相談しないのか、非常に悩ましいと思うところだが、近江八幡市の状況を聞かせていただきたい。
近江八幡市では地域ケア会議が行われなかった時期はあるが、昨年、一昨年は年に必ず1～2件開催しており、昨年は各圏域で1～2ケース実施している状況。ただし、圏域包括のセンター長の話では、ケアマネジャーに地域ケア会議開催の提案をしても「そこまでは…」と断られ実施には至らず、個別のケース会議で終わってしまう場合もあり、開催の難しさもあると聞いている。複合的な課題を抱えるケースや頼れる身寄りのないケースなどの困難ケースは意識的に包括が関わっており、地域ケア会議を活用して対応していると思われる。
地域ケア会議の開催についてはどの地域でもおそらく困っていること。地域資源について話し合いをする、勉強会を通じてケースが上がってくるなど、いろいろな工夫をして、実施している。ケアマネジャーとしては敷居が高いと感じるようだが、1つのケースを見ることで近江八幡市の課題解決につながるようなこと出てくるのであれば、積極的に開催していく必要もある。開催方法を工夫して、みんなが参加しやすい会議にすることも方法の一つと考えられるため、難しいとは思うが工夫しながら取り組んでほしい。
ケアマネジャーの交流の場はあるのか。
ケアマネジャー対象の研修会を市が主催した際には、横のつながりを意識的に取ってもらえるように考えている。
地域ケア会議というと準備が多い、敷居が高いと感じる場合もあるが、相談できること、みんなで話し合いができることは良いところである。意見が出し易い、話し易い場であればケアマネジャーも参加しやすいと思われる。
ケアマネジャー同士の交流の場は、今のところ市の研修会が中心で集めているが、そういった各圏域の地域ケア会議で集まる機会があるとよいかもしれない。地域ケア会議という名前で参加しにくくなるのであれば、別名つけるというのも方法として考えられ、工夫が必要と思われる。
認知症についてはどこの包括も力を入れているが、なかなか認知症カフェが広がらない、本人支援のチームオレンジが作れないなどの難しさがある。近江八幡市では昨年から認知症カフェの数がどの圏域も増えており、いろんな特性があるカフェをされている。認知症地域支援推進員もそれぞれ市町の特性に合わせて取り組みをしていると思うが、近江八幡市の活動の一例を教えていただきたい。認知症カフェが増えてきた経緯や成果、工夫、そのあたりを教えていただきたい。
認知症カフェについては、地域の実情に合わせて認知症地域支援推進員が動かれた経過がある。中北部や西部地域については、認知症地域支援推進員が包括と密に情報交換をされており、社協や地域の高齢者に関わる事業者、喫茶店などにうまく働きかけをされ、資源のある街中で認知症カフェを開催してくださったという経過がある。また安土や東部ではなかなか認知症カフェをするような会場が探せなかったことから、包括が中心になって立ち上げているというような状況。圏域ごとに地域の実態に合わせて立ち上げを考えてきた。
・介護予防サービス計画作成の委託状況について（資料７：事務局より報告）
【質疑・意見　なし】
〇承認事項
事務局より介護予防事業評価委員会の設置について説明し、設置について賛成多数で承認される。
〇協議事項
・１０期総合介護計画の内容について（資料４～６：事務局より説明）
【質疑・意見】
頼れる身寄りのないという言葉が出てくるが、その概念は確定していない。身寄りとはどの範疇をどうのように捉えるのか。また、重層的支援についても同様で、これも非常に曖昧さが生まれる表現。重層は誰もがいつでもどこでも関われる社会と捉えるようだが、責任の所在に曖昧さが生まれると思われるため、教えていただきたい。
頼れる身寄りのない高齢者の支援については次の10期総合介護計画で盛り込むようにとなっている。本当に誰も親族が居ない場合もあれば、近くに家族が居ても頼ることができない場合も頼れる身寄りがないという考え方になる。
また、重層的支援体制整備事業については誰が、どのようにと少し曖昧になるのではとご意見いただいているが、近江八幡市では福祉政策課が中心となり実施しており、年々少しずつだが件数が積み上げられている。他機関、他部門の関係者が一堂に会して、重層的支援体制整備事業の会議の中で検討するケースが非常に増えてきている。1つの事例に対して同じ方向性、目標、目的をもって、役割分担して支援できるように話し合いをしている。責任というよりは役割分担をして誰がどのように動くのかを明確にして、ケースの取りまとめをどこが行うのかを決めている。
身寄りのないという考え方は、医療の選択に関するガイドライン等も出始めている。近江八幡市においても計画を立てるのであれば、この身寄りのないという言葉の定義をどうするかしっかり立たせる方が良い。また、重層的支援についても同様で、事業を動かす主体とケアマネジメントの主体は異なるため、用語の定義はしっかり明記する必要があるだろう。
ケアマネジメントの質の向上という柱が今回なくなっているが、取組の中には書いておく方が良いと思われる。
ケアマネジャーの実践力の向上やケアマネジメントがしやすいネットワークの構築支援というところになってくると思うため、取組に落とすような形で再度検討する。
〇副会長あいさつ
〇閉会

	
	



